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23年度 24年度 25年度 93,557 93,557 25年度 26年度 27年度 94,806 94,806

1 総
農業嘱託員に
係る事務

各地域の代表とし
て農業行政との連
携をとり、市農業
行政の補助者とし
て活動する。

農業者

定
例
定
型

嘱託員数 ３９名 ３９名 ３９名 2,128
嘱託員数
39名

農業嘱託員会議の開
催、報酬支払、農業
情報周知事務の依頼
等適切に執行した。

Ａ 農業嘱託員に係
る事務

各地域の代表
として、地域
と農業行政の
連携を密に
し、農業推進
を図る。

農業者

定
例
定
型

嘱託員数 ３９名 ３９名 ３９名 2,184 未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
維
持

1
農業嘱託員に
係る事務

農業嘱託員
（生産組合
長）会議の開
催及び報酬の
支払い事務等

会議の開催回
数

年１回 年１回 2,128
農業嘱託員に係
る事務

農業嘱託員（生
産組合長）会議
の開催及び報酬
の支払い事務等

会議の開催回
数

年１回 2,184
維
持

事
業
№

事業の指
標の達成
状況

活動ごとの
決算額

経
営
改
善
方
針
で

の
位
置
付
け
等

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

平成24年度評価

指標・目標

24年度
の取組
に対す
る分析

実績

事
業
の
性
質
区
分

事務事業名
（第１次実施計

画）

事務事業 事後評価

当該事務事業全体
の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

決算内訳（千円）
対
象
（

顧
客
）目標値

活動
実績値

目標値
（第１次実施計画）

事務事業の
目的・成果
（第２次実施
計画）

活動

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量の達成状況
（第１次実施計画）

予算内訳（千円）

当該事務事業全体
の予算額
（合計）

活動

名称
目標値

指標・目標

活動指標の名称

課かい名

施策目標
農業・水産業の振興と農地・海浜の保全・活用を

進める

農業水産課

基礎情報

名称

総
括
フ
ラ
グ

事務事業の
目的・成果
（第１次実施計

画）

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

農業水産課

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

事務事業名
（第2次実施計

画）

今後の事業展開・経営改善の方策

必要性
予
算
の
方
向
性

目標値
（第2次実施計画） 目標

（数値目標
等）

改善
時期
（年
度）

広域連携の
具体的な内
容

広域連携に関する
取組

可能性
の有無

経営改善による取
り組みの方向性

③
成
果

平成２５年度計画

事業の
方向性活動

活動量・サービス量

活動指標の名
称

④
継
続
性

業務
計画 具体的な改善

内容

1
農業嘱託員に
係る事務

農業情報の意
見交換及び組
合員等への周
知事務等

周知依頼回数 ６回 ５回
農業嘱託員に係
る事務

農業情報の意見
交換及び組合員
等への周知事務
等

周知依頼回数 年６回

予
算
な
し

2 総
各種協議会等
に係る事務

県下の自治体や各
種団体と組織され
た協議会等におい
て農政業務に関す
る協議研究を行
い、推進と円滑化
を図る。

農政事
務協議
会等

定
例
定
型

協議会への
参画回数

10回 10回 10回 30
協議会へ
の参加回
数１３回

各種協議会等への会
議出席は、都市農業
部会の８回を合わせ
ると１３回となり、
目標を達成している
とともに、負担金の
支出等、適切に執行
した。

Ａ 各種協議会等に
係る事務

自治体や各種
団体等により
組織された協
議会等におい
て、農政業務
に関する協議
研究を行い、
その推進と円
滑化を図る。

各種協
議会等

定
例
定
型

協議会への
参画回数

１０回 １０回 １０回 30 未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
維
持

2
各種協議会等
に係る事務

県農政事務協
議会への参加
及び負担金の
支出等

総会、研修等
の開催回数 年３回 年２回 5

各種協議会等に
係る事務

県農政事務協議
会への参加及び
負担金の支出等

・総会、研修
等の開催回数
・県要望回数

・年３回
・年１回

5
維
持

2
各種協議会等
に係る事務

県農政事務協
議会の事務局
業務

総会の実施回
数

年１回 年１回

予
算
な
し

2
各種協議会等
に係る事務

さがみ都市農
業保全対策協
議会への参加
及び負担金の
支出等

・負担金の支
出時期
・会議等の参
加

・２４年
８月
・２回

・２４年
８月
・２回

25
各種協議会等に
係る事務

さがみ都市農業
保全対策協議会
への参加及び負
担金の支出等

・負担金の支
出時期
・会議等の参
加

・２５年８
月
・年２回

25
維
持

2
各種協議会等
に係る事務

神奈川県農業
共済組合への
災害被害等の

被害報告件数 年０件 ０件
各種協議会等に
係る事務

神奈川県農業共
済組合への災害 被害報告対応

発生時にお
ける即時対

予
算
な

2
に係る事務 災害被害等の

報告

被害報告件数 年０件 ０件
係る事務

済 災
被害等の報告

被 報 対 即 対
応

な
し

2
各種協議会等
に係る事務

都市農業部会
の課題（新規
就農広域化）
についての検
証

２市１町間の
新規就農広域
受入協定の検
証

平成２５
年３月

平成２５
年３月

各種協議会等に
係る事務

都市農業部会の
課題についての
研究（２５年度
は会長市）

都市農業部会
会議

年６回

予
算
な
し

2
各種協議会等
に係る事務

選任による農
業委員に関す
る連絡調整

選任依頼件数 年１件 年０件
各種協議会等に
係る事務

選任による農業
委員に関する連
絡調整

選任依頼件数 年１件

予
算
な
し

3 総
農業制度資金
利子補給金に
係る事務

施設整備や機械導
入等農業経営のた
めの融資資金に対
する利子補給。

さがみ
農協及
び農業
者

定
例
定
型

利子補給の
新規受付件
数

９件 ５件 ５件 134

利子補給
の新規受
付件数５
件

燃油高騰や農産物の
価格の下落など、厳
しい状況の中、利子
補給金の申請手続き
は微増であったが、
適切に執行した。

Ａ
農業制度資金利
子補給金に係る
事務

施設整備や機
械導入等農業
経営のための
融資資金に対
する利子補給
を行う。

さがみ
農協及
び農業
者

定
例
定
型

利子補給の
新規受付件
数

５件 ５件 ５件 341 未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
維
持

3
農業制度資金
利子補給金に
係る事務

かながわ都市農
業推進資金利子
補給金の周知と
申請に基づく補
給手続

利子補給の件
数

年１件 ０件 0
農業制度資金利
子補給金に係る
事務

かながわ都市農
業推進資金利子
補給金の周知と
申請に基づく補
給手続

利子補給の件
数

年１件 40
維
持

3
農業制度資金
利子補給金に
係る事務

茅ヶ崎市農業経
営資金利子補給
金の周知と申請
に基づく補給手
続

利子補給の件
数

年２件 ５件 25
農業制度資金利
子補給金に係る
事務

茅ヶ崎市農業経
営資金利子補給
金の周知と申請
に基づく補給手
続

利子補給の件
数

年２件 30
維
持

3
農業制度資金
利子補給金に
係る事務

茅ヶ崎市農業経
営基盤強化資金
利子助成金の周
知と申請に基づ
く補給手続

利子助成の件
数

年１件 ３件 75
農業制度資金利
子補給金に係る
事務

茅ヶ崎市農業経
営基盤強化資金
利子助成金の周
知と申請に基づ
く補給手続

利子助成の件
数

年１件 175
維
持

3
農業制度資金
利子補給金に
係る事務

営農資金利子補
給金の周知と申
請に基づく補給
手続

利子補給の件
数

年１件 １件 34
農業制度資金利
子補給金に係る
事務

営農資金利子補
給金の周知と申
請に基づく補給
手続

利子補給の件
数

年１件 96
維
持

4 総
水田保全対策
事業

水田保全の支援及
び啓発事業の推進
を通じて水田農業
経営の安定と発展
を図る。

農業者
政
策
水田保全策
実施面積

２３０ａ ２３０ａ ２３０ａ 1,443

水田保全
策実施面
積348
ａ

水田景観保全事業に
ついては、生産組合
長回覧による農家へ
の周知や、下水道部
との連携による窓口
での周知等を図った
結果、レンゲ草の播
種をしていただける
農家、団体の新規申
請もあり、対象面積
が前年度に比べて
78ａの増加が図れ
た。

Ａ 水田保全対策事
業

水田及び水
田機能の保
全を図る。

農業
者、市
民

定
例
定
型

水田保全対
策実施面積

230a
(350a)

230a
(350a)

230a
(350a)

1,460 未 高 高 高
現状維
持

な
し

あり
２市１町で
の農地情報
共有化

維
持

4
水田保全対策
事業

水田の現地調
査

水田耕作状況
調査

1,706筆 1,706筆
水田保全対策事
業

水田の現地調査
水田耕作状況
調査

1,706筆

予
算
な
し

4
水田保全対策
事業

市民まつりへ
の参加による
啓発

市民まつりで
の開催

年１回 年１回 110
水田保全対策事
業

市民まつりへの
参加による啓発

市民まつりで
の開催

年１回 110
維
持

地場産米の災 地場産米の災害

4
水田保全対策
事業

場 米 災
害備蓄食糧へ
の活用事業、
水田景観保全
事業の実施

水田保全策実
施面積

２７０ａ ３４８ａ 1,333
水田保全対策事
業

地場産米の災害
備蓄食糧への活
用事業、水田景
観保全事業の実
施

水田保全策実
施面積

２７０ａ 1,350
維
持
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23年度 24年度 25年度 93,557 93,557 25年度 26年度 27年度 94,806 94,806

事
業
№

事業の指
標の達成
状況

活動ごとの
決算額

経
営
改
善
方
針
で

の
位
置
付
け
等

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

平成24年度評価

指標・目標

24年度
の取組
に対す
る分析

実績

事
業
の
性
質
区
分

事務事業名
（第１次実施計

画）

事務事業 事後評価

当該事務事業全体
の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

決算内訳（千円）
対
象
（

顧
客
）目標値

活動
実績値

目標値
（第１次実施計画）

事務事業の
目的・成果
（第２次実施
計画）

活動

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量の達成状況
（第１次実施計画）

予算内訳（千円）

当該事務事業全体
の予算額
（合計）

活動

名称
目標値

指標・目標

活動指標の名称

課かい名

施策目標
農業・水産業の振興と農地・海浜の保全・活用を

進める

農業水産課

基礎情報

名称

総
括
フ
ラ
グ

事務事業の
目的・成果
（第１次実施計

画）

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

農業水産課

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

事務事業名
（第2次実施計

画）

今後の事業展開・経営改善の方策

必要性
予
算
の
方
向
性

目標値
（第2次実施計画） 目標

（数値目標
等）

改善
時期
（年
度）

広域連携の
具体的な内
容

広域連携に関する
取組

可能性
の有無

経営改善による取
り組みの方向性

③
成
果

平成２５年度計画

事業の
方向性活動

活動量・サービス量

活動指標の名
称

④
継
続
性

業務
計画 具体的な改善

内容

5 総
地産地消推進
事業

各種農業団体等が
実施する農業振興
事業に対して助成
し、農業振興と農
業経営の安定を図
る。

農業団
体及び
農業者
等

政
策

地場農産物
普及の取組
による事業
所等への斡
旋成立件数

１０件 １０件 １０件 19,539

地場農産
物普及の
取組によ
る事業所
等への斡
旋成立件
数10件

斡旋内容：サツマイ
モカレー、夏野菜カ
レー、ホウレンソウ
カレー、地産地消の
ぼり旗、レトルトカ
レー、産業連携啓発
事業（規格外米）、
買い物ツアー、産業
連携ツアー（横浜中
華街調理師の茅ヶ崎
視察）、やまゆり
ポーク小学校提供、
ちがさき牛ＰＲ

Ａ 地産地消推進事
業

　地産地消
の推進によ
る都市農業
の振興及び
農業理解の
促進を図
る。

農業団
体及び
農業者
等

定
例
定
型

地場農畜水
産物普及へ
の取組件数

１０件 １０件 １０件 21,083

業
務
計
画

未 高 高 高 拡大

新
た
に
位
置
付
け
る

あり

２市１町ブ
ランド化、
２市１町花
の展覧会、
２市１町買
い物ツアー

増
や
す

ちがさき牛ＰＲ

5
地産地消推進
事業

消費者への地
場産農産物・
地元農業周知
ＰＲのための
各種イベント
の実施

開催回数 年６０回 年６０回 2,623
地産地消推進事
業

消費者への地場
産農産物・地元
農業周知ＰＲの
ための各種イベ
ントの実施

各種開催数 年６０件 2,348

業
務
計
画

新
た
に
位
置
付
け
る

①事業実施主体
の最適化

平成２６年
度

湘南花の展
覧会の実施
主体を（仮
称）湘南花
の展覧会実
行委員会と
する

26

２市１町の各
市町が組織さ
れた実行委員
会に負担金を
支出し、民間
活用を図る。

維
持

5
地産地消推進
事業

農産物品評
会・共進会の
実施及び参加

開催回数 年１２回 年１２回 183
地産地消推進事
業

農産物品評会・
共進会の実施及
び参加

開催回数 年１２回 274

業
務
計
画

維
持

5
地産地消推進
事業

ＪＡさがみが実
施する事業の交
付申請受付と補
助金交付事務

補助金の交付
時期

平成２５
年３月

平成２５
年３月

395
地産地消推進事
業

ＪＡさがみが実
施する事業の交
付申請受付と補
助金交付事務

・補助金の交
付時期
・ＪＡとの協
議回数

・平成２６
年３月
・年２回

443

業
務
計
画

維
持

5
地産地消推進
事業

　

花・トマト優良
種苗導入育成事
業補助の交付申
請受付と補助金
交付事務

補助金の交付
時期

平成２５
年３月

平成２５
年３月

820
地産地消推進事
業

花・トマト優良
種苗導入育成事
業補助の交付申
請受付と補助金
交付事務

・補助金の交
付時期
・ＪＡとの協
議回数

・平成２６
年３月
・年２回

820

業
務
計
画

維
持

5
地産地消推進
事業

果樹振興を図る
ための観光農業
奨励事業補助の
交付申請受付と
補助金交付事務

補助金の交付
時期

平成２５
年３月

平成２５
年３月

298
地産地消推進事
業

果樹振興を図る
ための観光農業
奨励事業補助の
交付申請受付と
補助金交付事務

・補助金の交
付時期
・ＪＡ等との
協議回数

・平成２６
年３月
・年２回

298

業
務
計
画

維
持

5
地産地消推進
事業

農産物出荷・流
通対策補助事業
の交付申請受付
と補助金交付事

補助金の交付
時期

平成２５
年
２月３月

平成２５
年２月・
３月

14,863
地産地消推進事
業

農産物出荷・流
通対策補助事業
の交付申請受付
と補助金交付事

・補助金の交
付時期
・青果市場等
の協議回数

・平成２６
年
２月３月
年２回

14,850

業
務
計
画

維
持

と補助金交付事
務

２月３月 ３月 と補助金交付事
務

の協議回数 ・年２回 画

5
地産地消推進
事業

地場野菜ＰＲ出
荷対策事業補助
の交付申請受付
と補助金交付事
務

補助金の交付
時期

平成２５
年
２月３月

平成２５
年２月・
３月

292
地産地消推進事
業

地場野菜ＰＲ出
荷対策事業補助
の交付申請受付
と補助金交付事
務

・補助金の交
付時期
・青果市場等
の協議回数

・平成２６
年
２月３月
・年２回

2,000

業
務
計
画

維
持

5
地産地消推進
事業

地場農産物普
及促進の取組

地場農畜水産
物普及への取
組件数

１０件 １０件 65
地産地消推進事
業

地場農産物普及
促進の取組

地場農畜水産
物普及への取
組件数（継続
事業あり）

１０件 50

業
務
計
画

増
や
す

6 総
農作物鳥獣病
害虫対策事業

農作物への被害を
最小限に抑制及び
安全安心な農産物
の消費者への提供
を図る。

農業者
及び消
費者

定
例
定
型

大規模被害
の発生数

０回 ０回 ０回 1,638
大規模被
害の発生
数０件

補助金の支出につい
ては、適切に執行
し、また、有害獣捕
獲檻については目標
を上回る貸し出しを
行ったことにより、
大規模被害の発生を
防げた。

Ａ 農作物鳥獣病害
虫対策事業

農作物への
鳥獣・病害
虫被害を抑
制し、安全
安心な農産
物を消費者
へ提供す
る。

農業者
及び消
費者

定
例
定
型

大規模被害
の発生数

０回 ０回 ０回 2,448 未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
維
持

6
農作物鳥獣病
害虫対策事業

病害虫情報の収
集・提供、鳥獣
被害対策物品の
購入及び有害獣
捕獲檻の貸出

貸出回数 年１０回 年１７回 72
農作物鳥獣病害
虫対策事業

病害虫情報の収
集・提供、鳥獣
被害対策物品の
購入及び有害獣
捕獲檻の貸出

貸出回数 年１０回 90
維
持

6
農作物鳥獣病
害虫対策事業

水稲病害虫防除
事業費補助金の
交付申請の受付
及び交付事務

補助金の交付
時期

平成２５
年１月

平成２５
年２月

250
農作物鳥獣病害
虫対策事業

水稲病害虫防除
事業費補助金の
交付申請の受付
及び交付事務

・補助金の交
付時期
・ＪＡとの協
議回数

・平成２６
年１月
・年２回

250
維
持

6
農作物鳥獣病
害虫対策事業

土壌病害虫防除
事業費補助金の
交付申請の受付

補助金の交付
時期

平成２５
年１月

平成２５
年２月

1,173
農作物鳥獣病害
虫対策事業

土壌病害虫防除
事業費補助金の
交付申請の受付

・補助金の交
付時期
・ＪＡとの協

・平成２６
年１月 1,700

維
持害虫対策事業 交付申請の受付

及び交付事務
時期 年１月 年２月 虫対策事業 交付申請の受付

及び交付事務
・ＪＡとの協
議回数

・年２回
持

6
農作物鳥獣病
害虫対策事業

有害鳥獣類対策
事業費補助金の
交付申請の受付
及び交付事務

補助金の交付
時期

平成２５
年３月

平成２５
年３月

143
農作物鳥獣病害
虫対策事業

有害鳥獣類対策
事業費補助金の
交付申請の受付
及び交付事務

・補助金の交
付時期
・ＪＡとの協
議回数

・平成２６
年３月
・年２回

408
維
持

7 総 家庭菜園事業

遊休農地を家庭菜
園として市民に提
供し、農作業を通
して農業への理解
と関心を深めても
らうとともにその
有効利用を図る。

農業者
及び市
民

定
例
定
型

既存菜園の
市営から自
己開設移管

２箇所 ２箇所 ２箇所 268

既存菜園
の市営か
ら自己開
設移管０
箇所

地権者にアプローチ
を行うも、地権者の
意向が固く、家庭菜
園から特定農地貸付
法による市民農園へ
の移行は図れなかっ
たが、家庭菜園１園
は営農農家への貸出
となり、また、別に
新規市民農園が５園
開設し、総合的に目
的は達成された。

Ａ 家庭菜園事業

遊休農地を家
庭菜園として
市民に提供
し、農作業を
通して農業へ
の理解と関心
を深めてもら
うとともにそ
の有効利用を
図る。

農業者
及び市
民

定
例
定
型

既存菜園の
市営から自
己開設移管
（市民農園
の新規開設
数）

２箇所
（３箇所）

２箇所
（３箇所）

２箇所
（３箇所）

795 未 高 高 高 縮小
あ
り

なし
維
持

7 家庭菜園事業

利用者不在区画
について空き区
画を極力減少さ
せるため、適正
な管理を行う

利用区画数
６５１区
画

６２６区
画

268 家庭菜園事業

利用者不在区画
について空き区
画を極力減少さ
せるため、適正
な管理を行う

利用区画数 ５８９区画 795
維
持

7 家庭菜園事業

農家が自己開設
できるよう市で
指導し支援を行
う

既存菜園の市
営から自己開
設に移管する
箇所数及び新
規開設件数

年２箇所 年０か所 家庭菜園事業

農家が自己開設
できるよう市で
指導し支援を行
う

既存菜園の市
営から自己開
設に移管支援
件数

年1箇所

予
算
な
し

7 家庭菜園事業

農家が自己開設
する市民農園を
市で指導し支援
を行う

市民農園開設
数

年２農園 年５農園 家庭菜園事業

農家が自己開設
する市民農園を
市で指導し支援
を行う

・市民農園新
規開設数
・開設支援協
議回数

・年２農園
・年１０回

あ
り

①事業実施主体
の最適化

９箇所

市民農園の
新規開設数
（平成２５
～２７年度
累計）

27

農地所有者自
ら開設する菜
園の開設を支
援し、増加を
図る

予
算
な
しを行う を行う 議回数

累計） 図る
し

7 家庭菜園事業
特定農地貸付け
の承認に関する
連絡調整

連絡調整件数 年１０件 年１０件 家庭菜園事業
特定農地貸付け
の承認に関する
連絡調整

連絡調整件数 年１０件
予
算
な
し
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23年度 24年度 25年度 93,557 93,557 25年度 26年度 27年度 94,806 94,806

事
業
№

事業の指
標の達成
状況

活動ごとの
決算額

経
営
改
善
方
針
で

の
位
置
付
け
等

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

平成24年度評価

指標・目標

24年度
の取組
に対す
る分析

実績

事
業
の
性
質
区
分

事務事業名
（第１次実施計

画）

事務事業 事後評価

当該事務事業全体
の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

決算内訳（千円）
対
象
（

顧
客
）目標値

活動
実績値

目標値
（第１次実施計画）

事務事業の
目的・成果
（第２次実施
計画）

活動

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量の達成状況
（第１次実施計画）

予算内訳（千円）

当該事務事業全体
の予算額
（合計）

活動

名称
目標値

指標・目標

活動指標の名称

課かい名

施策目標
農業・水産業の振興と農地・海浜の保全・活用を

進める

農業水産課

基礎情報

名称

総
括
フ
ラ
グ

事務事業の
目的・成果
（第１次実施計

画）

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

農業水産課

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

事務事業名
（第2次実施計

画）

今後の事業展開・経営改善の方策

必要性
予
算
の
方
向
性

目標値
（第2次実施計画） 目標

（数値目標
等）

改善
時期
（年
度）

広域連携の
具体的な内
容

広域連携に関する
取組

可能性
の有無

経営改善による取
り組みの方向性

③
成
果

平成２５年度計画

事業の
方向性活動

活動量・サービス量

活動指標の名
称

④
継
続
性

業務
計画 具体的な改善

内容

8 総

農業経営基盤
強化促進法に
よる認定農業
者・農地利用
集積事業

認定農業者の確
保・集落営農者の
確保、農業経営改
善計画の策定・総
合支援、農地利用
集積を図る。

農業者

定
例
定
型

認定農業者
数

63人 63人 63人 1,552
認定農業
者数５６
人

認定農業者の更新は
市内農家が２件であ
り、減少となった
が、農地利用集積事
業は、認定農業者の
農地集積が進み、前
年度末より４，１４
２㎡の増加が図られ
た。

Ａ
農業経営基盤強
化促進法による
認定農業者・農
地利用集積事業

認定農業者や
新規就農者の
確保、農業経
営改善計画の
策定・総合支
援、農地利用
集積を図る。

農業者

定
例
定
型

認定農業者
数

63人 63人 63人 6,141 未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
増
や
す

8

農業経営基盤
強化促進法に
よる認定農業
者 農地利用

農業経営基盤
強化促進法に
よる農業者認

認定農業者の
申請件数

年５件
（再認定
含む）

年２件

農業経営基盤強
化促進法による
認定農業者・農

農業経営基盤強
化促進法による
農業者認定

認定農業者の
申請件数

年２５件
（再認定含
む）

予
算
な

者・農地利用
集積事業

よる農業者認
定

申請件数
含む）

認定農業者 農
地利用集積事業

農業者認定
申請件数

む）
な
し

8

農業経営基盤
強化促進法に
よる認定農業
者・農地利用
集積事業

農業再生協議
会の運営

認定農業者等へ
対象としたセミ
ナー、視察、研
修等の実施回数

年３回 年３回 0

農業経営基盤強
化促進法による
認定農業者・農
地利用集積事業

農業再生協議会
の運営

認定農業者等
を対象とした
セミナー等の
実施回数

年２回 5
維
持

8

農業経営基盤
強化促進法に
よる認定農業
者・農地利用
集積事業

経営拡大農家
等への遊休農
地の利用促進

農地利用集積
による利用権
設定件数

年２０件 年２１件

農業経営基盤強
化促進法による
認定農業者・農
地利用集積事業

経営拡大農家等
への遊休農地の
利用促進

農地利用集積
による利用権
設定件数

年２０件

予
算
な
し

8

農業経営基盤
強化促進法に
よる認定農業
者・農地利用
集積事業

農用地利用集
積計画の作成
に関する連絡
調整

利用権設定に
係る連絡調整
件数

年４０件 年４２件

農業経営基盤強
化促進法による
認定農業者・農
地利用集積事業

農用地利用集積
計画の作成に関
する連絡調整

利用権設定に
係る連絡調整
件数

年４０件

予
算
な
し

8

農業経営基盤
強化促進法に
よる認定農業
者・農地利用
集積事業

農業再生協議
会への参加及
び負担金交付
事務

・負担金の支
出時期
・会議等の参
加

・平成２
５年３月
・年１回

・平成
24年11
月
・年１回

52

農業経営基盤強
化促進法による
認定農業者・農
地利用集積事業

農業再生協議会
への参加及び負
担金交付事務

・負担金の支
出時期
・会議等の参
加

・平成２６
年３月
・年１回

136
維
持

8

農業経営基盤
強化促進法に
よる認定農業
者・農地利用
集積事業

人・農地プラン
作成に向けての
地域農業者との
協議、検討会及
びプランの作成
事務

地域における
話し合い、検
討会及びプラ
ンの作成

・年８回
・１回
・平成２
５年３月

・８回
・１回
・平成
25年3月

農業経営基盤強
化促進法による
認定農業者・農
地利用集積事業

人・農地プラン
改定に向けての
地域農業者との
協議、検討会及
びプランの改定
事務

地域における
話し合い、検
討会及びプラ
ンの作成

・年２回
・１回
・平成２６
年３月

予
算
な
し

農業経営基盤

8

農業経営基盤
強化促進法に
よる認定農業
者・農地利用
集積事業

新規就農者へ
の青年就農給
付金の交付事
務

給付金の交付
平成２５
年３月

平成25
年3月

1,500

農業経営基盤強
化促進法による
認定農業者・農
地利用集積事業

新規就農者への
青年就農給付金
の交付事務

・給付対象者
・給付金の交
付

・４人
・平成２６
年３月

6,000
増
や
す

9 総
環境保全型農
業の推進事業

環境に負荷を与え
ない地域循環型農
業及び優良農地の
保全と化学肥料を
使用しない環境に
優しい土づくりを
推進する。

農業者
及び市
民

定
例
定
型

事業の進捗
状況

土壌改良 土壌改良 土壌改良 3,136
事業の進
捗状況、
土壌改良

自然循環機能を活か
し、有機質肥料の利
用により、農薬、化
学肥料等の使用減少
を図り、土壌改良の
推進に帰するため、
適正に補助金の執行
を行った。

Ａ 環境保全型農業
の推進事業

環境に負荷を
与えない地域
循環型農業及
び優良農地の
保全と化学肥
料を使用しな
い環境に優し
い土づくりを
推進するとと
もに、環境保
全型農業に取
り組む農業者
の支援をす
る。

農業者
及び市
民

定
例
定
型

土壌改良面
積

７，４００
㎡

７，４００
㎡

７，４００
㎡

3,724 未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
維
持

9
環境保全型農
業の推進事業

学校給食残さ
の堆肥化検
証・利用

農場面積 1400㎡ 1,400㎡ 400
環境保全型農業
の推進事業

学校給食残さの
堆肥化検証・利
用

・農場面積
・協議回数

・1,400
㎡
・年３回

400
維
持

9
環境保全型農
業の推進事業

景観植物及び
景観緑肥植物
植栽への助成

植栽面積 6,000㎡ 6,000㎡ 540
環境保全型農業
の推進事業

景観植物及び景
観緑肥植物植栽
への助成

・植栽面積
・協議回数

・6,000
㎡
・年３回

540
維
持

9
環境保全型農
業の推進事業

マルハナバチ
導入育成事業
補助金の交付
申請の受付及
び交付事務

補助金の交付
時期

平成２５
年３月

平成２５
年３月

410
環境保全型農業
の推進事業

マルハナバチ導
入育成事業補助
金の交付申請の
受付及び交付事
務

・補助金の交
付時期
・ＪＡとの協
議回数

・平成２６
年３月
・年２回

410
維
持

土壌改良事業

9
環境保全型農
業の推進事業

土壌改良事業
補助金の交付
申請の受付及
び交付事務

補助金の交付
時期

平成２５
年３月

平成２５
年３月

1,643
環境保全型農業
の推進事業

土壌改良事業補
助金の交付申請
の受付及び交付
事務

・補助金の交
付時期
・ＪＡとの協
議回数

・平成２６
年３月
・年２回

2,000
維
持

9
環境保全型農
業の推進事業

熱水土壌消毒
事業補助金の
交付申請の受
付及び交付事
務

補助金の交付
時期

平成２５
年３月

平成２５
年３月

107
環境保全型農業
の推進事業

熱水土壌消毒事
業補助金の交付
申請の受付及び
交付事務

・補助金の交
付時期
・ＪＡとの協
議回数

・平成２６
年３月
・年２回

174
維
持

9
環境保全型農
業の推進事業

環境保全型農
業直接支援対
策事業補助金
の交付事務

補助金の交付
時期

平成２５
年３月

平成２５
年３月

36
環境保全型農業
の推進事業

環境保全型農業
直接支援対策事
業補助金の交付
事務

・交付対象人
数
・補助金の交
付時期

・年２人
・平成２６
年３月

200
維
持

10 総
援農ボラン
ティア事業

農家に援農ボラン
ティアを派遣し、
人手不足の解消に
努めるとともに、
研修講座を行い即
戦力となるボラン
ティアを養成す
る。

農業者
及び市
民

定
例
定
型

成立件数 ３０件 ３５件 ４０件 503
成立件数
２２件

24年度斡旋件数は
年112件を数え、
内103件が成立。
また、そのうち新規
成立件数は22件で
あった。さらに、援
農ボランティア育成
のための研修も適切
に実施できた。

Ａ 援農ボランティ
ア事業

農家に援農ボラ
ンティアを派遣
し、人手不足の
解消に努めると
ともに、研修講
座を行い即戦力
となるボラン
ティアを養成す
る。

農業者
及び市
民

定
例
定
型

成立件数
（再斡旋を
含む成立件
数）

４０件
（７０件）

４０件
（８０件）

４０件
（９０件）

548 未 高 高 高
現状維
持

な
し

あり

２市１町間
の援農ボラ
ンティア派
遣の可能性
についての
検討

維
持

10
援農ボラン
ティア事業

援農ボラン
ティアと受入
農家の募集・
斡旋

斡旋件数
(再斡旋含
む）

年８０件
年１１２
件

援農ボランティ
ア事業

援農ボランティ
アと受入農家の
募集・斡旋

斡旋件数
(再斡旋含
む）

年８０件

予
算
な
し

10
援農ボラン
ティア事業

援農ボラン
ティア育成農
業研修講座の
開催

講座回数 年１９回 年１９回 503
援農ボランティ
ア事業

援農ボランティ
ア育成農業研修
講座の開催

講座回数 年１９回 548
維
持

開催

11 総
農業後継者等
育成対策事業

農業の多様な担い
手の確保・育成を
図り、農業の活性
化を図ります。

農業者
及び市
民

政
策
新規就農支
援人数

１人 ２人 ２人 215
新規就農
支援人数
２人

２５年度新規就農開
始に向けて、２名に
対し支援を行った。
さらに、２４年度中
に別に１名が新規就
農を開始することが
できた。

Ａ 農業後継者等育
成対策事業

農業の活性化
を図り、農業
の多様な担い
手の確保・育
成を図る。

農業者
及び市
民

定
例
定
型

参加団体数 １２団体 １２団体 １２団体 240 未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
維
持
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23年度 24年度 25年度 93,557 93,557 25年度 26年度 27年度 94,806 94,806

事
業
№

事業の指
標の達成
状況

活動ごとの
決算額

経
営
改
善
方
針
で

の
位
置
付
け
等

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

平成24年度評価

指標・目標

24年度
の取組
に対す
る分析

実績

事
業
の
性
質
区
分

事務事業名
（第１次実施計

画）

事務事業 事後評価

当該事務事業全体
の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

決算内訳（千円）
対
象
（

顧
客
）目標値

活動
実績値

目標値
（第１次実施計画）

事務事業の
目的・成果
（第２次実施
計画）

活動

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量の達成状況
（第１次実施計画）

予算内訳（千円）

当該事務事業全体
の予算額
（合計）

活動

名称
目標値

指標・目標

活動指標の名称

課かい名

施策目標
農業・水産業の振興と農地・海浜の保全・活用を

進める

農業水産課

基礎情報

名称

総
括
フ
ラ
グ

事務事業の
目的・成果
（第１次実施計

画）

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

農業水産課

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

事務事業名
（第2次実施計

画）

今後の事業展開・経営改善の方策

必要性
予
算
の
方
向
性

目標値
（第2次実施計画） 目標

（数値目標
等）

改善
時期
（年
度）

広域連携の
具体的な内
容

広域連携に関する
取組

可能性
の有無

経営改善による取
り組みの方向性

③
成
果

平成２５年度計画

事業の
方向性活動

活動量・サービス量

活動指標の名
称

④
継
続
性

業務
計画 具体的な改善

内容

11
農業後継者等
育成対策事業

ＪＡさがみ青壮
年部組織強化の
ための補助金交
付申請の受付及
び交付事務

・補助金の交
付時期
・会議出席件
数

・平成２
４年７月
・５回

・平成
25年3月
・12回

99
農業後継者等育
成対策事業

ＪＡさがみ青壮
年部組織強化の
ための補助金交
付申請の受付及
び交付事務

・補助金の交
付時期
・会議出席件
数

・平成２５
年７月
・年５回

100
維
持

11
農業後継者等
育成対策事業

農業体験学習事
業のための補助
金交付申請の受
付及び交付事務

・補助金の交
付時期
・会議出席件
数

・平成２
４年７月
・２回

・平成
25年3月
・12回

116
農業後継者等育
成対策事業

農業体験学習事
業のための補助
金交付申請の受
付及び交付事務

・補助金の交
付時期
・会議出席件
数

・平成２５
年７月
・年２回

140
維
持

新規就農希望 新規就農支援
予

11
農業後継者等
育成対策事業

新規就農希望
者への就農支
援

就農支援人数 ２人 ２人
農業後継者等育
成対策事業

新規就農希望者
への就農支援

新規就農支援
相談件数及び
新規就農人数

年１０件
年２人

予
算
な
し

12 総
農業振興地域
整備計画管理
事業

県が指定する農業
振興地域及び市が
指定する農用地区
域における農業振
興地域整備計画を
概ね５年ごとに見
直しを行い、市の
農業振興の拠点と
して農地の保全を
図る。

 

定
例
定
型

農業振興地
域整備計画
の見直し

 
平成２５年
３月

農業振興地域
整備計画の見
直し

3,780

農業振興
地域整備
計画の見
直し、平
成２５年
３月

期間内に計画見直し
事務の執行ができ
た。

Ａ 農業振興地域整
備計画管理事業

農業振興地域
整備計画の進
行管理を行
い、優良農地
である農用地
区域において
生産性の向上
と農業経営基
盤の安定化を
図る。

農業者
等

政
策

資料収集の
ための現地
調査

2回 2回 2回 未 中 高 中
現状維
持

な
し

なし

12
農業振興地域
整備計画管理
事業

農業振興地域
整備計画の見
直し

計画策定の時
期

平成２５
年３月

平成25
年3月

3,780
農業振興地域整
備計画管理事業

予
算
な
し

12
農業振興地域
整備計画管理
事業

農業振興地域整
備計画管理事業

農振法に伴う県
との協議

県との協議回
数

年２回

予
算
な
し

13 総 畜産振興事業

市内の畜産を広く
市民に紹介すると
ともに、家畜の飼
育技術の向上と経
営の改善を図る。

茅ヶ崎
市畜産
会及び
畜産農
家

定
例
定
型

畜産農家数 １５戸 １５戸 １５戸 7,024
畜産農家
数１５戸

畜産農家数１５戸を
維持することができ
た。

Ａ 畜産振興事業

市内畜産農家
を支援し、畜
産技術の向上
と畜産経営の
安定を図る。

茅ヶ崎
市畜産
会及び
畜産農
家

定
例
定
型

畜産農家数 １５戸 １５戸 １５戸 3,378 未 高 高 高
現状維
持

な
し

あり

２市１町合
同畜産共進
会が可能性
の検討

維
持

13 畜産振興事業
畜産振興のため
の各種施策の実
施

畜産共進会の
開催回数

年５回 年5回 224 畜産振興事業
畜産振興のため
の各種施策の実
施

畜産共進会の
開催回数

年５回 238
維
持

市畜産会活動費 ・補助金の交 成 成 市畜産会活動費 補助金の交

13 畜産振興事業

市畜産会活動費
補助金の交付申
請の受付及び交
付事務

補助金の交
付時期
・会議出席件
数

・平成２
４年６月
・５回

・平成
24年6月
・11回

190 畜産振興事業

市畜産会活動費
補助金の交付申
請の受付及び交
付事務

・補助金の交
付時期
・部会出席回
数

・平成２５
年６月
・５回

190
維
持

13 畜産振興事業

家畜改良増殖事
業補助金の交付
申請の受付及び
交付事務

補助金の交付
時期

平成２５
年３月

平成25
年3月

1,206 畜産振興事業

家畜改良増殖事
業補助金の交付
申請の受付及び
交付事務

・補助金の交
付時期
・部会協議回
数

・平成２６
年３月
・年３回

1,600
維
持

13 畜産振興事業

家畜防疫事業補
助金の交付申請
の受付及び交付
事務

・補助金の交付
時期
・会議出席件数

・平成２５
年３月
・１回

・平成
25年3月
・1回

211 畜産振興事業

家畜防疫事業補
助金の交付申請
の受付及び交付
事務

・補助金の交
付時期
・部会協議回
数

・平成２６
年３月
・年３回

550
維
持

13 畜産振興事業
浄化槽巡回指導
及び害虫駆除殺
菌消毒剤の配布

浄化槽巡回指導
及び薬剤配布回
数

年3回 年3回 278 畜産振興事業
浄化槽巡回指導
及び害虫駆除殺
菌消毒剤の配布

浄化槽巡回指
導及び薬剤配
布回数

年３回 350
維
持

13 畜産振興事業

畜産経営環境保
全対策事業補助
金の交付申請の
受付及び交付事
務

補助金の交付
時期

平成２５
年３月

平成25
年3月

4,915 畜産振興事業

畜産経営環境保
全対策事業補助
金の交付申請の
受付及び交付事
務

・補助金の交
付時期
・部会協議回
数

・平成２６
年３月
・年３回

450
維
持

13 畜産振興事業
動物の収容・
飼養届の受理
件数

申請件数 年1回 年0件 畜産振興事業
動物の収容・飼
養届の受理件数

申請件数 年1回

予
算
な
し

14 総
農とみどりの
整備事業

農業振興地域内の
未整備な農道、用
排水路を整備し農
業の振興、農作業
環境の改善を図
る

農業者
政
策
排水路整備
延長

１５０ｍ ８０ｍ １００ｍ 5,998
排水路整
備延長
97.8ｍ

排水路整備延長は芹
沢地区の97.8ｍの
整備を行った。

Ａ 農とみどりの整
備事業

農業施設（農
業用排水路）
の整備を行う
ことにより農
業生産の効率
を上げます

農業者
政
策
事業の進捗
状況

施設整備 施設整備 施設整備 6,000 未 高 高 高 拡大
な
し

なし
増
や
す

る。 を上げます。

14
農とみどりの
整備事業

農道・用排水
路の整備に係
る地元調整・
設計及び整備
工事

排水路整備延
長

８０ｍ 97.8ｍ 5,998
農とみどりの整
備事業

農道・用排水路
の整備に係る地
元調整・設計及
び整備工事

排水路整備延
長

１１４ｍ 6,000
増
や
す

15 総
農道・用排水
路整備事業

市内の未整備な農
道、用排水路を整
備し農業の振興、
農作業環境の改善
を図る。

農業者
政
策
農業用道路
整備延長

１９０ｍ ９０ｍ ２００ｍ 5,603

農業用道
路整備延
長74.4
ｍ

農業用道路整備につ
いては、高田四丁目
地内１０１ｍを計画
しておりましたが、
南北41ｍは整備完
了するも、東西約
60ｍの内、26.6m
は隣接地権者の同意
が得られず未実施と
なり、33.4mの整
備となりました。
なお、別に高田二丁
目地内の農業用排水
路133ｍの整備を
実施しております。

Ａ 農道・用排水路
整備事業

農業用道路
及び用排水
路の整備を
行い、農業
作業環境の
改善を図り
ます

市民及
び農業
者

政
策
整備の進捗
状況

農道整備　
１８３ｍ

農道整備　
２８０ｍ

農道整備　
２８０ｍ

5,028 未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
維
持

15
農道・用排水
路整備事業

農道・用排水
路の整備に係
る地元調整及
び設計等の事
務

調整及び設計
の件数

年２件 年1件 7
農道・用排水路
整備事業

農道・用排水路
の整備に係る設
計等の事務

設計の件数 年２件 28
維
持

15
農道・用排水
路整備事業

農道・用排水
路の整備工事

農道等整備箇
所数

年２箇所 年２箇所 5,596
農道・用排水路
整備事業

農道・用排水路
の整備工事

農道等整備延
長

１３０ｍ 5,000
維
持

農道・用排水路等
農道・用排水路管理

農業用道路
及び用排水

16 総
農道・用排水
路維持管理事
業

の農業用施設を新
設、改良、補修を
実施することによ
り農作業環境の改
善及び農業生産性
の向上を図る。

農業者

定
例
定
型

事業の進捗
状況

農道・用排
水路管理

農道・用排
水路管理

農道・用排
水路管理

15,485

事業の進
捗状況、
農道・用
排水路管
理

農道・用排水路管理
のための管理及び事
務執行を適正に行っ
た結果、見込んでい
たよりも少ない修繕
箇所数となった。

Ａ 農道・用排水路
維持管理事業

及び用排水
路の維持管
理を行い、
農作業環境
の保全を図
る。

農業者
政
策
事業の進捗
状況

農道・用排
水路管理

農道・用排
水路管理

農道・用排
水路管理

18,707 未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
維
持
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23年度 24年度 25年度 93,557 93,557 25年度 26年度 27年度 94,806 94,806

事
業
№

事業の指
標の達成
状況

活動ごとの
決算額

経
営
改
善
方
針
で

の
位
置
付
け
等

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

平成24年度評価

指標・目標

24年度
の取組
に対す
る分析

実績

事
業
の
性
質
区
分

事務事業名
（第１次実施計

画）

事務事業 事後評価

当該事務事業全体
の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

決算内訳（千円）
対
象
（

顧
客
）目標値

活動
実績値

目標値
（第１次実施計画）

事務事業の
目的・成果
（第２次実施
計画）

活動

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量の達成状況
（第１次実施計画）

予算内訳（千円）

当該事務事業全体
の予算額
（合計）

活動

名称
目標値

指標・目標

活動指標の名称

課かい名

施策目標
農業・水産業の振興と農地・海浜の保全・活用を

進める

農業水産課

基礎情報

名称

総
括
フ
ラ
グ

事務事業の
目的・成果
（第１次実施計

画）

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

農業水産課

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

事務事業名
（第2次実施計

画）

今後の事業展開・経営改善の方策

必要性
予
算
の
方
向
性

目標値
（第2次実施計画） 目標

（数値目標
等）

改善
時期
（年
度）

広域連携の
具体的な内
容

広域連携に関する
取組

可能性
の有無

経営改善による取
り組みの方向性

③
成
果

平成２５年度計画

事業の
方向性活動

活動量・サービス量

活動指標の名
称

④
継
続
性

業務
計画 具体的な改善

内容

16
農道・用排水
路維持管理事
業

農道・用排水
路維持管理に
係る地元との
調整及び修繕

生産組合及び
農業者等との
連絡調整件数
及びポンプ場
修繕等

年３０件

調整件数
20件
修繕件数
3件
計　23
件

103
農道・用排水路
維持管理事業

農道・用排水路
維持管理に係る
地元との調整及
び修繕

生産組合及び
農業者等との
連絡調整件数
及びポンプ場
修繕等

年１１件 703
維
持

16
農道・用排水
路維持管理事
業

農道・用排水
路維持管理委
託

農道・用排水
路修繕・浚渫
等箇所数

年３０箇
所

年２２箇
所

8,537
農道・用排水路
維持管理事業

農道・用排水路
維持管理委託

農道・用排水
路修繕・浚渫
等箇所数

年２５箇所 10,510
維
持

16
農道・用排水
路維持管理事
業

相模川左岸土
地改良区直営
維持管理費負
担金の支出

負担金の支出
時期

平成２４
年４月及
び１１月

平成24
年5月及
び11月

2,146
農道・用排水路
維持管理事業

相模川左岸土地
改良区直営維持
管理費負担金の
支出

・負担金支出
時期
・協議会の回
数

・H２５年
度4月及び
11月
・年４回

2,111
維
持

16
農道・用排水
路維持管理事
業

相模川左岸土
地改良区ス
トックマネジ
メント負担金
の支出

負担金の支出
時期

平成２４
年１１月
及び平成
２５年３
月

平成24
年11月
及び平成
25年3月

1,677
農道・用排水路
維持管理事業

相模川左岸土地
改良区ストック
マネジメント負
担金の支出

・負担金支出
時期
・協議会の回
数

・Ｈ２５年
度11月及
び3月
・年４回

1,263
維
持

16
農道・用排水
路維持管理事
業

用水組合への
負担金支出

負担金の支出
時期

平成２５
年２月

平成25
年2月

55
農道・用排水路
維持管理事業

用水組合への負
担金支出

負担金の支出
時期

平成２６年
２月

55
維
持

16
農道・用排水
路維持管理事
業

相模川左岸農
業用排水路整
備事業の負担
金の支出

負担金の支出
時期

平成２４
年１１月
及び平成
２５年３
月

平成24
年11月
及び平成
25年3月

0
農道・用排水路
維持管理事業

相模川左岸農業
用排水路整備事
業の負担金の支
出

・負担金支出
時期
・協議会の回
数

・毎年度
11月及び
3月 
・年4回

845
維
持

16
農道・用排水
路維持管理事
業

西久保堰外９
カ所の維持管
理

ポンプ場電気
料支出

６ヶ月分 ６ヶ月分 2,967
農道・用排水路
維持管理事業

西久保堰外９カ
所の維持管理

ポンプ場電気
料支出

６ヶ月分 3,220
維
持

土地改良事業が終
農業者

定 管理状

運営に関する連絡調
整等、赤羽根ふれあ
い広場の維持管理を

農業振興地域
で土地改良事
業が終了した
地区の農地に
ついて適切な
保全管理を図

市民及
定
管理状況

ふれあい広 ふれあい広 ふれあい広

17 総
農地保全管理
事業

土地改良事業が終
了した地区の農地
及び農業ふれあい
館の維持管理。

農業者
及び市
民

定
例
定
型

管理状況
ふれあい広
場管理

ふれあい広
場管理

ふれあい広
場管理

3,315

管理状
況、ふれ
あい広場
管理

い広場の維持管理を
適正に行い、結果目
標を上回る来場者数
を確保することがで
きた。

Ａ 農地保全管理事
業

保全管理を図
るとともに、
農業ふれあい
広場で地元農
業者と住民と
の交流や学習
の場所として
の維持管理を
行います。

市民及
び農業
従事者

定
例
定
型

管理状況
（延べ来場
者数）

ふれあい広
場管理
（８，００
０人）

ふれあい広
場管理
（８，００
０人）

ふれあい広
場管理
（８，００
０人）

3,757 未 高 高 高
現状維
持

あ
り

なし
維
持

17
農地保全管理
事業

県土地改良事
業団体連合
会、土地改良
区等との事務
調整等

事務調整等の
件数

年３件 年11件 2
農地保全管理事
業

県土地改良事業
団体連合会、土
地改良区等との
事務調整等

事務調整等の
件数

年３件 2
維
持

17
農地保全管理
事業

農地への空き
缶・犬猫糞防
止看板作成

看板設置箇所 ３０箇所 45箇所 63
農地保全管理事
業

農地への空き
缶・犬猫糞防止
看板作成

看板設置箇所 年３０箇所 63
維
持

17
農地保全管理
事業

土地改良団体
連合会への参
加及び負担金
の支出

負担金の支出
時期

平成２４
年６月及
び平成２
５年１月

平成24
年6月及
び平成
25年2月

96
農地保全管理事
業

土地改良団体連
合会への参加及
び負担金の支出

・負担金支出
時期
・協議会への
参加回数

・Ｈ２５年
度６月及び
１月
・年３回

101
維
持

17
農地保全管理
事業

土地改良団体
連合会湘南支
部への参加及
び負担金の支
出

負担金の支出
時期

平成２４
年６月

平成24
年8月

27
農地保全管理事
業

土地改良団体連
合会湘南支部へ
の参加及び負担
金の支出

・負担金支出
時期
・協議会への
参加回数

・毎年６月
・年３回

29
維
持

17
農地保全管理
事業

県国土調査推
進協議会への
参加及び負担
金の支出

負担金の支出
時期

平成２４
年６月

平成24
年10月

5
農地保全管理事
業

県国土調査推進
協議会への参加
及び負担金の支
出

負担金の支出
時期

平成２５年
６月

10
維
持

17
農地保全管理
事業

農業ふれあい
館及び農業ふ
れあい広場の
維持管理

農業ふれあい
館延べ来館者
数

８，００
０人

8,217人 3,122
農地保全管理事
業

農業ふれあい館
及び農業ふれあ
い広場の維持管
理

・農業ふれあ
い館延べ来館
者数
・組合支援
・収穫祭支援

・年８，０
００人
・年５回
・年１回

3,501
あ
り

④選択と集中の
徹底・自主財源
の確保

２６年度
広告掲載実
施時期 26

農業ふれあい
館出入り口の
フロアマット
への広告掲載
による自主財
源の確保を図
る

維
持

17
農地保全管理
事業

生産緑地の管
理に係る現地
調査及び地権
者との調整

現地調査及び
地権者等との
連絡調整件数

年１０件
苦情対応
３件

農地保全管理事
業

生産緑地の管理
に係る現地調査
及び地権者との
調整

現地調査及び
地権者等との
連絡調整件数

年１０件

予
算
な
し

17
農地保全管理
事業

生産緑地の管
理

指定解除時の
斡旋周知件数

年５件 年５件
農地保全管理事
業

生産緑地の管理
生産緑地表示
柱設置件数

５件 51
維
持

18 総
耕作放棄地解
消対策事業

耕作放棄地解消ボ
ランティアの活動
支援等により耕作
放棄地を解消し、
地域農業の活性化
を図る。

農業者
及び市
民

政
策

事業実施に
よる対象農
地面積

180a 160a 330a 160

事業実施
による対
象農地面
積２３５
ａ

利用権設定の更新の
円滑な調整（１４５
ａ）や積極的な市民
農園の開設支援（３
０ａ）、新規就農者
への農地斡旋（１７
ａ）、農人参入の調
整（２２ａ）、農業
サポーターへの斡旋
（１７ａ）、遊休農
地を活用したサツマ
イモ作り（４ａ）、
耕作放棄地解消ボラ
ンティアによる解消
（０ａ）により、事
業実施対象面積は２
３５ａとなり、耕作
放棄地解消、未然防
止のための成果が上

Ａ 耕作放棄地解消
対策事業

耕作放棄地
の発生防止
と解消によ
り、農地の
有効利用の
促進を図
る。

農業者
及び市
民

定
例
定
型

事業実施に
よる対象農
地面積

320a 145a 140a 194

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維
持

な
し

あり
２市１町に
よる農地情
報の共有

維
持

止のための成果が上
がった。
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23年度 24年度 25年度 93,557 93,557 25年度 26年度 27年度 94,806 94,806

事
業
№

事業の指
標の達成
状況

活動ごとの
決算額

経
営
改
善
方
針
で

の
位
置
付
け
等

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

平成24年度評価

指標・目標

24年度
の取組
に対す
る分析

実績

事
業
の
性
質
区
分

事務事業名
（第１次実施計

画）

事務事業 事後評価

当該事務事業全体
の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

決算内訳（千円）
対
象
（

顧
客
）目標値

活動
実績値

目標値
（第１次実施計画）

事務事業の
目的・成果
（第２次実施
計画）

活動

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量の達成状況
（第１次実施計画）

予算内訳（千円）

当該事務事業全体
の予算額
（合計）

活動

名称
目標値

指標・目標

活動指標の名称

課かい名

施策目標
農業・水産業の振興と農地・海浜の保全・活用を

進める

農業水産課

基礎情報

名称

総
括
フ
ラ
グ

事務事業の
目的・成果
（第１次実施計

画）

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

農業水産課

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

事務事業名
（第2次実施計

画）

今後の事業展開・経営改善の方策

必要性
予
算
の
方
向
性

目標値
（第2次実施計画） 目標

（数値目標
等）

改善
時期
（年
度）

広域連携の
具体的な内
容

広域連携に関する
取組

可能性
の有無

経営改善による取
り組みの方向性

③
成
果

平成２５年度計画

事業の
方向性活動

活動量・サービス量

活動指標の名
称

④
継
続
性

業務
計画 具体的な改善

内容

18
耕作放棄地解
消対策事業

耕作放棄地解
消計画に基づ
き、耕作放棄
地の発生防止
と解消実施

耕作放棄地発
生防止と解消
面積

160ａ 235ａ 160
耕作放棄地解消
対策事業

耕作放棄地解消
計画に基づき、
耕作放棄地の発
生防止と解消実
施

耕作放棄地発
生防止と解消
面積

320ａ 194

業
務
計
画

維
持

19 総
柳島向河原地
区土地利用推
進事業

（仮称）柳島ス
ポーツ公園周辺農
地における農業施
策の推進により、
公園協力農家の経

農業者
及び市
民

政
策
農業施設の
整備

基本計画策
定

地元調整・
設計

排水管等整
備

4,450

農業施設
の整備、
地元調

排水設備工事の説明
会２回及び基本詳細
設計委託を適正に執 Ａ

柳島向河原地区
土地利用推進事
業

政
策
事業の進捗
状況

詳細設計 用地買収
管路敷設工
事

2,200

業
務
計

未 高 高 高
現状維
持

あ
り

なし
維
持

進事業
公園協力農家の経
営の安定・強化及
び地域農業の活性
化を図る。

民
策 整備 定 設計 備 地元調

整・設計
設計委託を適正に執
行した。

業
策 状況 事 計

画
持 り 持

19
柳島向河原地
区土地利用推
進事業

柳島向河原地
区土地利用基
本計画に基づ
く事業の実施

推進体制づく
り

平成２５
年３月

平成24
年5月

4,450
柳島向河原地区
土地利用推進事
業

柳島向河原地区
土地利用基本計
画に基づく事業
の実施

推進体制づく
り支援

平成２６年
３月

2,200

業
務
計
画

あ
り

①事業実施主体
の最適化

27年度

農地所有者
と地域住民
とをマッチ
ングする仕
組みの構築
時期

27

地権者や関係
者と柳島向河
原地区の土地
利用調整シス
テムの体制検
討、構築を進
め、柳島向河
原地区土地活
用協議会に
担ってもら
う。

維
持

19
柳島向河原地
区土地利用推
進事業

（仮称）柳島
スポーツ公園
整備及び周辺
土地利用に関
する調整

関係各課との
総合調整・協
議の回数

年12回 年１９回
柳島向河原地区
土地利用推進事
業

（仮称）柳島ス
ポーツ公園整備
及び周辺土地利
用に関する調整

下水道設計協
議

年4回

業
務
計
画

予
算
な
し

701 総 地籍調査事業

円滑な事業の推進
を図るため、関係
者への周知を行
う。各筆の境界の
確定。正確な土地
に関する地図の作

土地所
有者

定
例
定
型

国との連絡
調整の回数

年３回 年３回 年３回
国との連
絡調整の
回数

国とは２回の調整で
あったが、関連で県
と３回の連絡調整を
実施し、事業は適正
に執行された。

Ａ 建設総務課へ移
管

701 地籍調査事業

事業実施に向
けた準備・事
務調整等及
び、国県への
要望活動

国との連絡調
整の回数

年３回 年2回
建設総務課へ移
管

茅ヶ崎海岸グ
茅ヶ崎海岸グラン

地権者
政
事業推進プ

県及び関係 地元調整 地元調整 地元調

県の地権者としての
同意が遅れたため、
都市計画審議会への
付議が遅れたが、地
区計画（案）の了承

茅ヶ崎海岸グラ
海岸の自然
環境の再生 市民及

政 事業の進捗
事業プログ 事業プログ 事業プログ

業
務 現状維 あ

藤沢市、平
塚市と、 減

20 総 ランドプラン
推進事業

茅ヶ崎海岸グラン
ドプランの推進。 海岸周

辺住民

政
策

事業推進プ
ログラムの
実施

県及び関係
各課調整

地元調整・
設計

地元調整・
設計

9,364
地元調
整・設計

区計画（案）の了承
を得ることができ
た。また、公園詳細
設計は、公園緑地課
により設計が実施さ
れた。

Ａ
茅ヶ崎海岸グラ
ンドプラン推進
事業

環境の再生
と景観の修
復を図る。

市民及
び海岸
来訪者

政
策
事業の進捗
状況

事業プ グ
ラムの進行
管理

事業プ グ
ラムの進行
管理

事業プ グ
ラムの進行
管理

800
務
計
画

未 高 高 高
現状維
持

あ
り

あり
塚市 、
海・浜の
ルールブッ
クの調整

減
ら
す

20
茅ヶ崎海岸グ
ランドプラン
推進事業

海岸づくり推
進機構ＮＰＯ
法人化

ＮＰＯ法人化
支援

24年6月

平成24
年6月法
人化登記
済

茅ヶ崎海岸グラ
ンドプラン推進
事業

業
務
計
画

予
算
な
し

20
茅ヶ崎海岸グ
ランドプラン
推進事業

海岸づくり推
進機構の活動
に伴う庁内調
整

茅ヶ崎海岸グ
ランドプラン
庁内調整会議

年６回 年15回
茅ヶ崎海岸グラ
ンドプラン推進
事業

海岸づくり推進
機構の活動に伴
う庁内調整

茅ヶ崎海岸グ
ランドプラン
庁内調整会議

年６回

業
務
計
画

予
算
な
し

20
茅ヶ崎海岸グ
ランドプラン
推進事業

海岸づくり推
進機構の活動
支援

海岸づくり推
進機構委員会
への参加

年１２回 年6回
茅ヶ崎海岸グラ
ンドプラン推進
事業

海岸づくり推進
機構の活動支援

海岸づくり推
進機構委員会
への参加回数

年１２回

業
務
計
画

あ
り

①事業実施主体
の最適化

２５年度
土地利用推
進事業実施
時期

25

茅ヶ崎海岸グ
ランドプラン
推進にあた
り、ＮＰＯ法
人茅ヶ崎海岸
づくり推進機
構により行
う。

予
算
な
し

20
茅ヶ崎海岸グ
ランドプラン
推進事業

茅ヶ崎海岸グ
ランドプラン
に基づき、駐
車場、臨港道
路等の整備を
進めるため、
国、県等との
調整事務

国・県等との
協議

年４回 年1回
茅ヶ崎海岸グラ
ンドプラン推進
事業

茅ヶ崎海岸グラ
ンドプラン事業
計画を推進する
ため、国、県等
との調整事務

国・県等との
協議回数

年４回

業
務
計
画

予
算
な
し

茅ヶ崎海岸グ
国有海浜地払
げ後に関 電線管理者調 茅ヶ崎海岸グラ

国有海浜地払い 業 予

20
茅ヶ崎海岸グ
ランドプラン
推進事業

い下げ後に関
係機関との調
整・協議

電線管理者調
整会議

随時 未実施
茅ヶ崎海岸グラ
ンドプラン推進
事業

下げ後に関係機
関との調整・協
議

電線管理者調
整会議

随時
務
計
画

算
な
し

20
茅ヶ崎海岸グ
ランドプラン
推進事業

グランドプラ
ンにおけるD
地区の地区計
画決定を行う

地区計画決定
平成24
年12月

平成25
年5月

4,347
茅ヶ崎海岸グラ
ンドプラン推進
事業

グランドプラン
におけるD地区
の地区計画決定
を行う

地区計画決定
平成25年
5月末

業
務
計
画

予
算
な
し

20
茅ヶ崎海岸グ
ランドプラン
推進事業

警察職員公舎
跡地購入時の
不動産鑑定料

不動産鑑定依
頼

1件 1件 153
茅ヶ崎海岸グラ
ンドプラン推進
事業

業
務
計
画

予
算
な
し

20
茅ヶ崎海岸グ
ランドプラン
推進事業

海・浜のルー
ルブックの改
訂のための検
討

バーベキュー
実施のルール
化

年9回 年６回
茅ヶ崎海岸グラ
ンドプラン推進
事業

海・浜のルール
ブックの改訂及
び周知

海・浜のルー
ルブック改訂
版の作成及び
看板の設置

・印刷部数
6,000部
・看板設置
４箇所

800

業
務
計
画

減
ら
す

20
茅ヶ崎海岸グ
ランドプラン
推進事業

Ｃ地区：（仮
称）中海岸自
然海浜公園詳
細設計

公園緑地課に
て実施

随時 4回 4,864
茅ヶ崎海岸グラ
ンドプラン推進
事業

業
務
計
画

予
算
な
し

20
茅ヶ崎海岸グ
ランドプラン
推進事業

茅ヶ崎海岸グラ
ンドプラン推進
事業

市有地の有効活
用

関係機関及び
庁内との調整

年2回

業
務
計
画

予
算
な
し

21 総

地産地消の推
進（さかなま
つり・さかな

さかなまつり・さ
かなの市の開催を
支援し漁業と市民
のふれあいや水産

市民

定
例
定
開催支援

さかなまつ
り：年１回
さかなの

さかなまつ
り：年２回
さかなの

さかなまつ
り:年2回
さかなの

100

さかなま
つり：年
２回
さかなの

「さかなの市」、
「さかなまつり」を
目標どおり各２回開
催し、さらに、漁業
協同組合設立60周 Ａ

地産地消の推進
（さかなまつ
り・さかなの

地産地消の推
進のため、各
種イベントを
通じ、安全・
安心な海産物
の提供を行

市民

定
例
定
開催支援

さかなまつ
り：年２回
さかなの
市：年２回
買 物

さかなまつ
り：年２回
さかなの
市：年２回
買 物

さかなまつ
り：年２回
さかなの
市：年２回
買 物

業
務
計

未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし

予
算
なつり・さかな

の市）
のふれあいや水産
物の消費拡大を図
る。

定
型

さかなの
市：年２回

さかなの
市：年２回

さかなの
市：年2回

さかなの
市：年3
回

協同組合設立60周
年事業として「さか
なの市」を1回多く
開催した。

Ａ り さかなの
市）

の提供を行
い、漁業振興
及び業業経営
の安定化を図
る

定
型

買い物ツ
アー：年4
回

買い物ツ
アー：年4
回

買い物ツ
アー：年4
回

計
画

持 し な
し



業務棚卸評価シート 7/10

23年度 24年度 25年度 93,557 93,557 25年度 26年度 27年度 94,806 94,806

事
業
№

事業の指
標の達成
状況

活動ごとの
決算額

経
営
改
善
方
針
で

の
位
置
付
け
等

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

平成24年度評価

指標・目標

24年度
の取組
に対す
る分析

実績

事
業
の
性
質
区
分

事務事業名
（第１次実施計

画）

事務事業 事後評価

当該事務事業全体
の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

決算内訳（千円）
対
象
（

顧
客
）目標値

活動
実績値

目標値
（第１次実施計画）

事務事業の
目的・成果
（第２次実施
計画）

活動

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量の達成状況
（第１次実施計画）

予算内訳（千円）

当該事務事業全体
の予算額
（合計）

活動

名称
目標値

指標・目標

活動指標の名称

課かい名

施策目標
農業・水産業の振興と農地・海浜の保全・活用を

進める

農業水産課

基礎情報

名称

総
括
フ
ラ
グ

事務事業の
目的・成果
（第１次実施計

画）

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

農業水産課

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

事務事業名
（第2次実施計

画）

今後の事業展開・経営改善の方策

必要性
予
算
の
方
向
性

目標値
（第2次実施計画） 目標

（数値目標
等）

改善
時期
（年
度）

広域連携の
具体的な内
容

広域連携に関する
取組

可能性
の有無

経営改善による取
り組みの方向性

③
成
果

平成２５年度計画

事業の
方向性活動

活動量・サービス量

活動指標の名
称

④
継
続
性

業務
計画 具体的な改善

内容

21

地産地消の推
進（さかなま
つり・さかな
の市）

秋の農業祭り
の一環として
開催。開催に
伴う調整

さかなまつり
調整事務 年２回

調整：年
２回
実施：年
２回

地産地消の推進
（さかなまつ
り・さかなの
市）

春・秋の農業ま
つりの一環とし
て開催。開催に
伴う調整

さかなまつり
開催に伴う
（株）茅ヶ崎
丸大魚市場と
の調整事務回
数

年２回

業
務
計
画

予
算
な
し

21

地産地消の推
進（さかなま
つり・さかな

漁業協同組合
設立60周年
事業として稚
魚放流とさか

稚魚放流とさ
かなの市

1回 1回 100

予
算
な

の市）
魚放流とさか
なの市開催

し

21

地産地消の推
進（さかなま
つり・さかな
の市）

さかなの市開
催に伴う調整

さかなの市調
整事務

年２回

調整：年
２回
開催：年
２回

地産地消の推進
（さかなまつ
り・さかなの
市）

さかなの市開催
に伴う調整

さかなの市開
催に伴う茅ヶ
崎市漁業協同
組合との調整
事務回数

年２回

業
務
計
画

予
算
な
し

21
地産地消の推
進（生わかめ
まつり）

生わかめまつ
り開催の調整
及び学校給食
への食材の提
供の為の調整

わかめまつり
開催及び学校
給食への食材
提供

年３回

給食への
提供：年
１回・生
わかめま
つり開
催：年１
回

地産地消の推進
（生わかめまつ
り）

生わかめまつり
開催の調整及び
学校給食への食
材の提供の為の
調整

わかめまつり
開催及び学校
給食への食材
提供に伴う
茅ヶ崎市漁業
協同組合との
調整回数

年３回

業
務
計
画

予
算
な
し

21
地産地消の推
進（買い物ツ
アー等）

地産地消の推進
（買い物ツアー
等）

買い物ツアー、
親子買い物ツ
アーによる海産
物の地産地消の
推進及び新たな
販路紹介

買い物ツアー
等の提案及び
調整事務回数

年４回

業
務
計
画

予
算
な
し

21

地産地消の推
進
（不定期航路
事業）

地産地消の推
進
（不定期航路
事業）

海上運送法第
21条による事
業の許可取得

不定期航路事
業

8月末まで
の許可

業
務
計
画

予
算
な
し

22 総
漁業近代化資
金等利子補給
金

漁業経営の安定
化・合理化を図
り、漁業後継者の
育成を支援する。

漁業協
同組合
員

定
例
定
型

漁業近代化
等利子補給
件数

１件 １件 1件 20 １件

利子補給件数は、１
件増加し２件とな
り、適正に事務を執
行した。

Ａ 漁業近代化資金
等利子補給金

漁業経営の
安定化

漁業協
同組合
員

定
例
定
型

漁業近代化
等利子補給
件数
（利子補給
の新規受付
件数）

年3件 年１件 年１件 24 未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
維
持

22
漁業近代化資
金等利子補給
金

漁業近代化資
金等利子補給
事務

漁業近代化資
金等利子補給

年１件 年２件 20
漁業近代化資金
等利子補給金

漁業近代化資金
等利子補給事務

漁業近代化資
金等利子補給
件数

年３件 24
維
持

23 総

漁港外郭施
設・漁港区域
の維持管理事
務

漁港外郭施設の整
備を推進し、漁港
の安全管理に努め
る。

漁業協
同組合
員、漁
港利用
者及び
占用者

定
例
定
型

事業の進捗
状況

施設管理 施設管理 施設管理 2,941 施設管理

湘南祭や浜降祭の会
場の整備をはじめ、
漁港外郭施設・漁港
区域の維持管理によ
り、施設利用者等の
利便性の向上に向け
てすでに成果が出て
いる。

Ａ
漁港外郭施設・
漁港区域の維持
管理事務

漁港施設・
漁港区域の
利用者の利
便性向上の
ため、適切
な管理を行
う

漁港関
係者及
び管理
委託業
者

定
例
定
型

堆積砂の除
去業務委託

堆積砂の除
去:随時

堆積砂の除
去:随時

堆積砂の除
去:随時

3,315 未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
維
持

23

漁港外郭施
設・漁港区域
の維持管理事
務

漁港外郭施設
の破損状況の
点検

漁港外郭施設
点検

年２４日 年２４日
漁港外郭施設・
漁港区域の維持
管理事務

漁港外郭施設の
破損状況の点検

漁港外郭施設
点検日数

年２４日

予
算
な
し

23

漁港外郭施
設・漁港区域
の維持管理事
務

茅ヶ崎漁港管
理条例第３条
に基づき、毎
年茅ヶ崎漁港
維持運営計画
の作成

茅ヶ崎漁港維
持運営計画作
成

３月末 ３月末
漁港外郭施設・
漁港区域の維持
管理事務

茅ヶ崎漁港管理
条例第３条に基
づき、毎年茅ヶ
崎漁港維持運営
計画の作成

茅ヶ崎漁港維
持運営計画作
成

平成２６年
３月末

予
算
な
し

23

漁港外郭施
設・漁港区域
の維持管理事
務

漁港台帳、海
岸保全区域台
帳等の管理・
更新の事務

台帳の管理・
更新

年１回 年１回
漁港外郭施設・
漁港区域の維持
管理事務

漁港台帳、海岸
保全区域台帳等
の管理・更新の
事務

台帳の管理・
更新

年１回

予
算
な
し

23

漁港外郭施
設・漁港区域
の維持管理事
務

荷捌所雑排水
槽の清掃等
（委託）

清掃回数 年１回 年１回 100
漁港外郭施設・
漁港区域の維持
管理事務

荷捌所雑排水槽
の清掃等
（委託）

清掃回数 年１回 100
維
持

23

漁港外郭施
設・漁港区域
の維持管理事
務

自動車・船舶
類放置禁止区
域における放
置禁止物件の
処理（委託）

放置禁止物件
の処理

年２回 年0回 0
漁港外郭施設・
漁港区域の維持
管理事務

自動車・船舶類
放置禁止区域に
おける放置禁止
物件の処理（委
託）

放置禁止物件
の処理

年２回 17
維
持

23

漁港外郭施
設・漁港区域
の維持管理事
務

自動車・船舶
類放置禁止区
域における放
置禁止物件の
規制・管理等
の事務

放置禁止物件
の現地調査

年２回 年12回
漁港外郭施設・
漁港区域の維持
管理事務

自動車・船舶類
放置禁止区域に
おける放置禁止
物件の規制・管
理等の事務

放置禁止物件
の現地調査

年２回

予
算
な
し

23

漁港外郭施
設・漁港区域
の維持管理事
務

漁港区域内に
おける堆積砂
除去等
（委託）

漁港区域内維
持管理委託

年５回 年９回 2,841
漁港外郭施設・
漁港区域の維持
管理事務

漁港区域内にお
ける堆積砂除去
等
（委託）

漁港区域内維
持管理委託

年５回 3,198
維
持

23

漁港外郭施
設・漁港区域
の維持管理事
務

漁港区域・海
岸保全区域の
公共空地にお
ける占用等の
許可及び占用
料の徴収

占用許可 年１９件 年２２件
漁港外郭施設・
漁港区域の維持
管理事務

漁港区域・海岸
保全区域の公共
空地における占
用等の許可及び
占用料の徴収

占用許可 年１９件

予
算
な
し

23

漁港外郭施
設・漁港区域
の維持管理事
務

漁港施設の使
用・占用許可
及び使用・占
用料の徴収

使用・占用許
可

年7件 年１９件
漁港外郭施設・
漁港区域の維持
管理事務

漁港施設の使
用・占用許可及
び使用・占用料
の徴収

使用・占用許
可

年７件

予
算
な
し
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23年度 24年度 25年度 93,557 93,557 25年度 26年度 27年度 94,806 94,806

事
業
№

事業の指
標の達成
状況

活動ごとの
決算額

経
営
改
善
方
針
で

の
位
置
付
け
等

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

平成24年度評価

指標・目標

24年度
の取組
に対す
る分析

実績

事
業
の
性
質
区
分

事務事業名
（第１次実施計

画）

事務事業 事後評価

当該事務事業全体
の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

決算内訳（千円）
対
象
（

顧
客
）目標値

活動
実績値

目標値
（第１次実施計画）

事務事業の
目的・成果
（第２次実施
計画）

活動

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量の達成状況
（第１次実施計画）

予算内訳（千円）

当該事務事業全体
の予算額
（合計）

活動

名称
目標値

指標・目標

活動指標の名称

課かい名

施策目標
農業・水産業の振興と農地・海浜の保全・活用を

進める

農業水産課

基礎情報

名称

総
括
フ
ラ
グ

事務事業の
目的・成果
（第１次実施計

画）

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

農業水産課

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

事務事業名
（第2次実施計

画）

今後の事業展開・経営改善の方策

必要性
予
算
の
方
向
性

目標値
（第2次実施計画） 目標

（数値目標
等）

改善
時期
（年
度）

広域連携の
具体的な内
容

広域連携に関する
取組

可能性
の有無

経営改善による取
り組みの方向性

③
成
果

平成２５年度計画

事業の
方向性活動

活動量・サービス量

活動指標の名
称

④
継
続
性

業務
計画 具体的な改善

内容

24 総
海岸・漁港周
辺安全対策事
業

漁港周辺の安全か
つ適正な維持管理
に努める。

漁港及
び漁港
周辺利
用者

定
例
定
型

業務委託及
び負担金の
支出

業務委託：
４月負担
金：５月

業務委託：
４月負担
金：５月

業務委託：
４月負担
金：６月

700

業務委
託：４月
負担金：
５月

委託契約、負担金支
出等を適正に執行す
るとともに、サーフ
90茅ヶ崎ライフセー
ビングクラブの支援
として水難救済会
茅ヶ崎救難所の開設
を行う等、安全かつ
適切な維持管理を実
施した。

Ａ 海岸周辺安全対
策事業

ライフセー
ビング支援
協議会等へ
の参加及び
渚の交番設
立支援を行
う。

海岸利
用者

定
例
定
型

支援協議会
等への参加
や負担金の
支出

負担金：５
月
（年１０
回）

負担金：５
月
（年１０
回）

負担金：５
月
（年１０
回）

300 未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
維
持

24
海岸・漁港周
辺安全対策事

漁港周辺の安
全対策・清掃

漁港区域内清
掃及び堆積砂 年６回 年５回 400

Ｎｏ．３２漁港
周辺安全対策事24 辺安全対策事

業
全対策 清掃
（委託）

掃及び堆積砂
移動等回数

年６回 年５回 400 周辺安全対策事
業へ移動

24
海岸・漁港周
辺安全対策事
業

ライフセービ
ング支援協議
会　あり方検
討会への参加

ライフセービ
ング支援協議
会あり方検討
会

年４回 年2回
海岸周辺安全対
策事業

ライフセービン
グ支援協議会　
あり方検討会へ
の参加

ライフセービ
ング支援協議
会あり方検討
会

年４回

予
算
な
し

24
海岸・漁港周
辺安全対策事
業

ライフセービ
ング支援協議
会への参加

ライフセービ
ング支援協議
会

年２回 年2回
海岸周辺安全対
策事業

ライフセービン
グ支援協議会へ
の参加

ライフセービ
ング支援協議
会

年２回

予
算
な
し

24
海岸・漁港周
辺安全対策事
業

ライフセービ
ング連絡会へ
の参加

ライフセービ
ング連絡会

年３回 年3回
海岸周辺安全対
策事業

ライフセービン
グ連絡会への参
加

ライフセービ
ング連絡会

年３回

予
算
な
し

24
海岸・漁港周
辺安全対策事
業

ライフセービ
ング支援協議
会負担金

ライフセービ
ング支援協議
会負担金

年１回 年1回 300
海岸周辺安全対
策事業

ライフセービン
グ支援協議会総
会への参加及び
負担金の支出

ライフセービ
ング支援協議
会総会出席回
数及び負担金
支出

・総会出席
回数年１回
・負担金支
出25年5
月

300
維
持

24
海岸・漁港周
辺安全対策事
業

ライフセービ
ング活動拠点
設置支援

渚の交番の設
置支援

随時 1回
海岸周辺安全対
策事業

ライフセービン
グ活動拠点設置
支援

渚の交番の設
置支援

随時

予
算
な
し

25 総
巻き揚げ機・
防護柵等修繕
事業

漁港施設の適正な
維持管理に努め
る。

漁業協
同組合
員及び
海岸利
用者

定
例
定
型

修繕 ３箇所 ３箇所 ３箇所 155 ３箇所
漁港施設の適切な管
理により、経営の安
定化が図られた。

Ａ 巻き揚げ機・防
護柵等修繕事業

機器の故障
や老朽化し
た柵などの
早期の修繕
を行いま
す。

茅ヶ崎
市漁業
協同組
合

定
例
定
型

漁港施設修
繕

随時 随時 随時 300 未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
維
持

す。

25
巻き揚げ機・
防護柵等修繕
事業

漁港施設等修
繕 漁港施設修繕 年３箇所 年３箇所 155

巻き揚げ機・防
護柵等修繕事業

漁港施設等修繕
漁港施設修繕 随時 300

維
持

26 総

港勢調査・漂
流物保管及び
漁港関連団体
連絡調整事務

漁業関連団体と連
絡を密にして水産
業の振興を図る。

漁業関
連団体

定
例
定
型

調査実施回
数及び参加
回数

調査：１回
参加：各１
回以上

調査：１回
参加：各１
回以上

調査：１回
参加：各１
回以上

305

調査：１
回

参加：各
１回以上

協議会等への参加を
行い、連携を密に
し、情報の共有及び
支援を行い、水産業
振興を図った。

Ａ
港勢調査・漂流
物保管及び漁港
関連団体連絡調
整事務

各団体との
協議会への
参加や、港
勢調査をは
じめとする
調査の照会
に対し、随
時回答を行
います。

漁業関
係者

定
例
定
型

調査実施回
数及び参加
回数

調査:4回
参加:各1回
以上

調査:4回
参加:各1回
以上

調査:4回
参加:各1回
以上

305 未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
維
持

26

港勢調査・漂
流物保管及び
漁港関連団体
連絡調整事務

湘南祭等、共
同漁業権内を
使用するイベ
ント等につい
て、その主催
者、漁業協同
組合及び市に
よる調整会議
の開催

調整会議 年１回 年３回

港勢調査・漂流
物保管及び漁港
関連団体連絡調
整事務

湘南祭等、共同
漁業権内を使用
するイベント等
について、その
主催者、漁業協
同組合及び市に
よる調整会議の
開催

調整会議 年１回

予
算
な
し

26

港勢調査・漂
流物保管及び
漁港関連団体
連絡調整事務

県漁業協同組
合連合会への
参加

神奈川県漁業
協同組合連合
会負担金

年１回 年１回 90

港勢調査・漂流
物保管及び漁港
関連団体連絡調
整事務

県漁業協同組合
連合会総会への
参加及び負担金
の支出

神奈川県漁業
協同組合連合
会総会出席回
数及び負担金
支出

・年１回
・25年8
月

90
維
持

相模湾地域遊 相模湾地域遊

26

港勢調査・漂
流物保管及び
漁港関連団体
連絡調整事務

相模湾地域遊
魚・海面利用
協議会への参
加

相模湾地域遊
漁・海面利用
協議会負担金

年１回 年１回 15

港勢調査・漂流
物保管及び漁港
関連団体連絡調
整事務

相模湾地域遊
魚・海面利用協
議会総会への参
加及び負担金の
支出

相模湾地域遊
漁・海面利用
協議会総会出
席回数及び負
担金支出

・年１回
・25年12
月

15
維
持

26

港勢調査・漂
流物保管及び
漁港関連団体
連絡調整事務

県水難救済会
への参加

神奈川県水難
救済会負担金

年１回 年１回 200

港勢調査・漂流
物保管及び漁港
関連団体連絡調
整事務

県水難救済会総
会への参加及び
負担金の支出

神奈川県水難
救済会総会出
席回数及び負
担金支出

・年１回
・25年6
月

200
維
持

26

港勢調査・漂
流物保管及び
漁港関連団体
連絡調整事務

（財）神奈川
県栽培漁業協
会等との連絡
調整事務

連絡調整会議 年１回 年１回

港勢調査・漂流
物保管及び漁港
関連団体連絡調
整事務

（財）神奈川県
栽培漁業協会等
との連絡調整事
務

連絡調整会議 年１回

予
算
な
し

26

港勢調査・漂
流物保管及び
漁港関連団体
連絡調整事務

（株）茅ヶ崎
丸大魚市場と
の連絡調整事
務

連絡調整会議 年３６回 年40回

港勢調査・漂流
物保管及び漁港
関連団体連絡調
整事務

（株）茅ヶ崎丸
大魚市場との連
絡調整事務

連絡調整会議 年12回

予
算
な
し

26

港勢調査・漂
流物保管及び
漁港関連団体
連絡調整事務

漁船隻数、漁
業協同組合員
数、陸揚げ量
等の統計調査
の実施

港勢調査 年１回 年１回

港勢調査・漂流
物保管及び漁港
関連団体連絡調
整事務

漁船隻数、漁業
協同組合員数、
陸揚げ量等の統
計調査の実施

港勢調査 年１回

予
算
な
し

26

港勢調査・漂
流物保管及び
漁港関連団体
連絡調整事務

近隣行政機関
と漂流物に関
する照会・回
答及び保管事
務

漂流物調査 随時 年６回

港勢調査・漂流
物保管及び漁港
関連団体連絡調
整事務

近隣行政機関と
漂流物に関する
照会・回答及び
保管事務

漂流物調査 随時

予
算
な
し

26

港勢調査・漂
流物保管及び

港勢調査・漂流
物保管及び漁港

漁船隻数、漁業
協同組合員数、 2013年漁業

5年に1回

予
算

26
流物保管及び
漁港関連団体
連絡調整事務

物保管及び漁港
関連団体連絡調
整事務

協同組合員数、
陸揚げ量等の統
計調査の実施

2013年漁業
センサス調査

5年に1回
算
な
し
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23年度 24年度 25年度 93,557 93,557 25年度 26年度 27年度 94,806 94,806

事
業
№

事業の指
標の達成
状況

活動ごとの
決算額

経
営
改
善
方
針
で

の
位
置
付
け
等

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

平成24年度評価

指標・目標

24年度
の取組
に対す
る分析

実績

事
業
の
性
質
区
分

事務事業名
（第１次実施計

画）

事務事業 事後評価

当該事務事業全体
の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

決算内訳（千円）
対
象
（

顧
客
）目標値

活動
実績値

目標値
（第１次実施計画）

事務事業の
目的・成果
（第２次実施
計画）

活動

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量の達成状況
（第１次実施計画）

予算内訳（千円）

当該事務事業全体
の予算額
（合計）

活動

名称
目標値

指標・目標

活動指標の名称

課かい名

施策目標
農業・水産業の振興と農地・海浜の保全・活用を

進める

農業水産課

基礎情報

名称

総
括
フ
ラ
グ

事務事業の
目的・成果
（第１次実施計

画）

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

農業水産課

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

事務事業名
（第2次実施計

画）

今後の事業展開・経営改善の方策

必要性
予
算
の
方
向
性

目標値
（第2次実施計画） 目標

（数値目標
等）

改善
時期
（年
度）

広域連携の
具体的な内
容

広域連携に関する
取組

可能性
の有無

経営改善による取
り組みの方向性

③
成
果

平成２５年度計画

事業の
方向性活動

活動量・サービス量

活動指標の名
称

④
継
続
性

業務
計画 具体的な改善

内容

27 総
海岸保全区域
の維持管理事
務

茅ヶ崎海岸の適正
な使用・管理に努
める。

海岸利
用者

定
例
定
型

仮設トイレ
管理委託

仮設トイレ
管理

仮設トイレ
管理

仮設トイレ
管理

1,103
仮設トイ
レ管理

計画通りに清掃業務
委託を実施し、海岸
利用者の利便性向上
を図り適切な管理を
行った。

Ａ 海岸保全区域の
維持管理事務

中海岸・浜
須賀・汐見
台の3カ所に
設置されて
いる仮設ト
イレの管理
を行い、海
岸利用者の
利便性向上
を図る。

海岸利
用者

定
例
定
型

仮設トイレ
管理委託

トイレ管
理：年間
250日

トイレ管
理：年間
250日

トイレ管
理：年間
250日

1,209 未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
維
持

27
海岸保全区域
の維持管理事
務

海岸仮設トイ
レ（６基）の
清掃等業務
（委託）

海岸仮設トイ
レ清掃等業務
回数

年２５０
回

年２５０
回

1,103
海岸保全区域の
維持管理事務

海岸仮設トイレ
（６基）の清掃
等業務（委託）

海岸仮設トイ
レ清掃等業務
回数

年２５０回 1,209
維
持

28 総
国有海浜地払
い下げ促進事
業

国有海浜地の占用
者への払い下げ処
理を行う。

国有海
浜地占
用者及
び漁業
者

政
策
事業の進捗
状況

協議
用途廃止・
払い下げ支
援

払い下げ支
援

用途廃
止・払い
下げ支援

国有海浜地払い下げ
に向けて、現地の是
正が終了し、目的の
達成に向けて、すで
に成果がでている。

Ａ 国有海浜地払い
下げ促進事業

国有海浜地
の払い下げ
の支援を行
います。

国有海
浜地占
用者

定
例
定
型

国・県との
協議

随時 完 終了
な
し

なし

28
国有海浜地払
い下げ促進事
業

国有海浜地占
用地払い下
げ。
国、占用者等
との調整事務

国有海浜地払
い下げに伴う
売買・借地等
の契約締結支
援

随時 13回
国有海浜地払い
下げ促進事業

国有海浜地占用
地払い下げ。
国、占用者等と
の調整事務

国有海浜地払
い下げに伴う
売買・借地等
の契約締結支
援

随時

28
国有海浜地払
い下げ促進事
業

国有海浜地払い
下げ促進事業

国有海浜地用途
廃止後の無償譲
与申請
（未占用地等）

・国有財産法
第28条第1号
による無償譲
与申請

平成25年
10月以降
随時

28
国有海浜地払
い下げ促進事
業

国有海浜地払い
下げ促進事業

国有海浜地用途
廃止後の無償譲
与申請
（認定道路用敷
地）

・道路法第
90条第2項に
よる無償譲与
申請

平成25年
10月以降
随時

29 総
海岸侵食防止
対策促進要請
事業

侵食の進んだ海岸
に砂浜を回復させ
る事業を実施し、
豊かな海岸線を再
生するよう国、県
に要請する。

海岸利
用者等

政
策
浚渫砂の移
動

30,000㎥ 30,000㎥ 30,000㎥
30,000
㎥

国、県への積極的な
働きかけを行い、県
の事業により、目標
通り３０，０００㎥
の浚渫砂の養浜が実
施され、回復に向け
すでに成果がでてい
る。

Ａ 海岸侵食防止対
策促進事業

侵食の著し
い海岸線を
豊かな海浜
に再生する
よう国・県
に要望しま
す。

海岸利
用者

定
例
定
型

海岸侵食防
止対策促進
要望回数

国1回
県1回

国1回
県1回

国1回
県1回

未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし

予
算
な
し

29
海岸侵食防止
対策促進要請
事業

国、県へ茅ヶ
崎海岸の整備
等についての
要望書を提出

海岸侵食防止
対策促進要望
回数

年２回 年４回
海岸侵食防止対
策促進事業

国、県へ茅ヶ崎
海岸の整備等に
ついての要望書
を提出

海岸侵食防止
対策促進要望
回数

年２回

予
算
な
し

30 総
海岸侵食防止
対策推進事業

侵食の進んだ海岸
に砂浜を回復させ
るため、県市の連
携により、漁港西
側海岸に堆積する
砂を侵食された海
岸に運搬し、砂浜
の再生を図る。

海岸利
用者及
び地引
き網漁
業者

政
策
堆積砂の移
動

3,000㎥ 3,000㎥ 3,000㎥ 2,468
3,000
㎥

関係機関及び団体等
と調整を行い、県と
協力し目標通り３，
０００㎥の堆積砂の
集積・積み込が実施
でき、回復に向けて
すでに成果が出てい
る。

Ａ 海岸侵食防止対
策推進事業

漁港西側に
堆積する砂
を県と連携
し、県と連
携し侵食の
著しい中海
岸へ運搬・
養浜を行
う。

海岸利
用者

定
例
定
型

堆積砂の移
動

3000㎥ 3000㎥ 3000㎥ 2,755 未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
維
持

30
海岸侵食防止
対策推進事業

工事の設計、
監理

茅ヶ崎漁港海
岸整備工事

年１件 年１件
海岸侵食防止対
策推進事業

工事の設計、監
理

茅ヶ崎漁港海
岸整備工事

年１件

予
算
な
し

30
海岸侵食防止
対策推進事業

競争入札によ
る請負工事を
実施（集積・
積み込み）

茅ヶ崎漁港海
岸整備工事

3,000㎥ 3,000㎡ 2,468
海岸侵食防止対
策推進事業

競争入札による
請負工事を実施
（集積・積み込
み）

茅ヶ崎漁港海
岸整備工事

3,000㎥ 2,755
維
持

30
海岸侵食防止
対策推進事業

県藤沢土木事
務所なぎさ港
湾課と県市連
携による堆積
砂の有効利用
等についての
調整

海岸侵食防止
対策に関する
打合せ及び会
議

年１０回 年１０回
海岸侵食防止対
策推進事業

県藤沢土木事務
所なぎさ港湾課
と県市連携によ
る堆積砂の有効
利用等について
の調整

海岸侵食防止
対策に関する
打合せ及び会
議

年１０回

予
算
な
し

31 総
茅ヶ崎漁港防
波堤老朽化対
策事業

茅ヶ崎漁港防波
堤老朽化対策事
業

漁港施設の
老朽化に対
し、機能保
全計画策定
及び長寿命
化を図る。

茅ヶ崎
漁港利
用者

政
策
老朽化対策
工事

機能保全計
画策定

詳細設計施
工
工法協議

水中コンク
リート注入

7,140

業
務
計
画

未 高 高 高 拡大
な
し

なし
増
や
す

31
茅ヶ崎漁港防
波堤老朽化対
策事業

 
茅ヶ崎漁港防波
堤老朽化対策事
業

水産物供給基盤
機能保全事業に
よる機能保全計
画策定

茅ヶ崎漁港機
能保全計画の
策定

平成26年
1月末

7,140

業
務
計
画

増
や
す

32 総
漁港周辺安全
対策事業

漁港周辺安全対
策事業

漁港周辺の
堆積砂の除
去や放置車
両等の監視
を行い、臨
港道路等の
通行を確保
する。

漁港及
び漁港
周辺利
用者

定
例
定
型

業務委託
（業務委託
に係る調整
回数）

業務委託：
４月
（年６回）

業務委託：
４月
（年６回）

業務委託：
４月
（年６回）

400 未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
維
持

漁港周辺安全 漁港 安全対
漁港周辺の安全 漁港区域内清

維
32

漁港周辺安全
対策事業

漁港周辺安全対
策事業

漁港周辺の安全
対策・清掃（委
託）

漁港区域内清
掃及び堆積砂
移動等回数

年６回 400
維
持
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23年度 24年度 25年度 93,557 93,557 25年度 26年度 27年度 94,806 94,806

事
業
№

事業の指
標の達成
状況

活動ごとの
決算額

経
営
改
善
方
針
で

の
位
置
付
け
等

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

平成24年度評価

指標・目標

24年度
の取組
に対す
る分析

実績

事
業
の
性
質
区
分

事務事業名
（第１次実施計

画）

事務事業 事後評価

当該事務事業全体
の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

決算内訳（千円）
対
象
（

顧
客
）目標値

活動
実績値

目標値
（第１次実施計画）

事務事業の
目的・成果
（第２次実施
計画）

活動

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量の達成状況
（第１次実施計画）

予算内訳（千円）

当該事務事業全体
の予算額
（合計）

活動

名称
目標値

指標・目標

活動指標の名称

課かい名

施策目標
農業・水産業の振興と農地・海浜の保全・活用を

進める

農業水産課

基礎情報

名称

総
括
フ
ラ
グ

事務事業の
目的・成果
（第１次実施計

画）

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

農業水産課

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

事務事業名
（第2次実施計

画）

今後の事業展開・経営改善の方策

必要性
予
算
の
方
向
性

目標値
（第2次実施計画） 目標

（数値目標
等）

改善
時期
（年
度）

広域連携の
具体的な内
容

広域連携に関する
取組

可能性
の有無

経営改善による取
り組みの方向性

③
成
果

平成２５年度計画

事業の
方向性活動

活動量・サービス量

活動指標の名
称

④
継
続
性

業務
計画 具体的な改善

内容

33 総
茅ヶ崎漁港北
側駐車場等整
備事業

茅ヶ崎漁港北
側駐車場等整
備事業

漁業関係者
や海岸来訪
者のための
駐車場の確
保のため、
駐車場及び
多目的ス
ペースの整
備を行いま
す。
また、海浜
の自然環境

漁港及
び漁港
周辺利
用者

政
策
土地利用計
画協議

年1回 年1回 年1回 未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし

予
算
な
し

の自然環境
の保全とし
て、暫定的
に使用して
いる西側駐
車場を自然
の海浜に復
元します。

33
茅ヶ崎漁港北
側駐車場等整
備事業

茅ヶ崎漁港北側
駐車場等整備事
業

土地利用計
画協議

年1回 年1回 年1回

漁港北側駐車場
及び多目的ス
ペースの整備に
向け、県との調
整を行う

漁港背後地の
土地利用計画
変更協議

年1回

予
算
な
し

888 総
災害応急対策
活動

本市域に、地震
動・津波等伴う諸
現象による同時多
発的災害が発生し
た場合に、被害を
軽減し、応急対策
活動を課として迅
速的確に対処す
る

全市民
等

定
型
定
例

災害応急対策活
動

現状維
持

な
し

なし

888
災害応急対策
活動

経済部の災害
応急対策活動
マニュアルに
おける課
（班）の活動
内容の検証及
び見直し

マニュアルの
検証及び見直
し

年４回 年４回
災害応急対策活
動

経済部の災害応
急対策活動マ
ニュアルにおけ
る課（班）の活
動内容の検証及
び見直し

マニュアルの
検証及び見直
し

随時

888
災害応急対策
活動

災害等の行政
施策の総合調
整（災害等発
生時）

行政施策調整
会議の開催

随時 未実施
災害応急対策活
動

災害等の行政施
策の総合調整
（災害等発生
時）

行政施策調整
会議の開催

随時

災害時相互応
援協定に基づ 災害時相互応援

888
災害応急対策
活動

援協定に基づ
く茅ヶ崎青果
地方卸売市場
との連絡調整
（毎年）

連絡調整 年１回 年１回
災害応急対策活
動

協定に基づく
茅ヶ崎青果地方
卸売市場との連
絡調整（毎年）

連絡調整 年１回

888
災害応急対策
活動

漁業協同組合
及び茅ヶ崎青
果地方卸売市
場との連絡調
整（災害等発
生時）

MCA無線に
よる連絡調整

年１２回 年１２回
災害応急対策活
動

漁業協同組合及
び茅ヶ崎青果地
方卸売市場との
連絡調整（災害
等発生時）

MCA無線に
よる連絡調整

年１２回

888 総 庁内共通事務 2,987 庁内共通事務

定
例
定
型

306 306
現状維
持

あ
り

④選択と集中の
徹底・自主財源
の確保

２６年度
広告掲載実
施時期 26

農業水産課所
有のトラック
への広告掲載

なし
維
持

888 庁内共通事務 2,015 庁内共通事務 306 306
現状維
持

あ
り

④選択と集中の
徹底・自主財源
の確保

２６年度
広告掲載実
施時期 26

農業水産課所
有のトラック
への広告掲載

なし
維
持

888 庁内共通業務 705 庁内共通業務
現状維
持

な
し

なし

888 庁内共通業務 257 庁内共通業務
現状維
持

な
し

なし

888 庁内共通業務 10 庁内共通業務
現状維
持

な
し

なし888 庁内共通業務 庁内共通業務
持 し

な


